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⑶　持分法の適用範囲の変更 ①ISUZU Sollers ,LLCは、新規設立のため持分法適用の関連会社
としています。
②エルシーヴィ・プラットフォーム・エンジニアリング株式会社
は、清算手続きが完了したため持分法適用の関連会社から除外し
ています。
③東北三和金属株式会社は、株式会社アイメタルテクノロジーに
吸収合併されたため持分法適用の非連結子会社から除外していま
す。
④慶鈴五十鈴(重慶)発動機有限公司がいすゞ慶鈴(重慶)部品有限
公司を吸収合併したことにより、慶鈴五十鈴(重慶)発動機有限公
司の支配を獲得したため、持分法適用の関連会社から連結子会社
としています。
⑤大森熱供給株式会社は、清算手続きが完了したため持分法適用
の非連結子会社から除外しています。

⑷　持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称
非連結子会社　　　　　　　　　　函館いすゞモーター㈱
関連会社　　　　　　　　　　　　鈴木運輸㈱

⑸　持分法を適用しない理由　　　　　上記の非連結子会社及び関連会社については、いずれも連結計算
書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重
要性が乏しいため、持分法適用の範囲から除外しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、在外子会社22社の決算日は、12月31日です。連結計算書類の作成にあたっては、
決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を
行っています。また、国内子会社36社、在外子会社34社の決算日は連結決算日と一致しています。

４．会計方針に関する事項
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
①時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
②時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①連結計算書類作成会社　　　　　総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)
②連結子会社　　　　　　　　　　主として、個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法)
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⑺　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

a．為替予約及び通貨オプション
　振当処理（要件を満たしていないものを除く）

b．金利スワップ、金利オプション
　繰延ヘッジ処理または金融商品に関する会計基準に定める特例処理

②ヘッジ手段とヘッジ対象
a．ヘッジ手段
　金利スワップ、金利オプション、為替予約取引、通貨オプション

b．ヘッジ対象
　外貨建債権債務、借入金

③ヘッジ方針
当社は、将来の市場価格の変動に対するリスクヘッジとしてデリバティブ取引を導入しており、外
貨建債権債務、借入金の範囲で利用しています。

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行っていま
す。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しています。

⑤その他
当社内にはデリバティブ取引に関する内規があり、内規には取引の目的、内容、保有限度、報告体
制等を定めており、これに基づいて取引及びリスク管理を行っています。

⑻　重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっています。

⑼　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を見積もり、原則としてその計上後20年以内の期
間で定額法により償却を行っています。
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⑽　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る負債の計上基準
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基

づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しています。なお、退職給付債務の算定に
あたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっています。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（主として10年）による定額法により費用処理しています。数理計算上の差異は、各連結会計
年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額
法または定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。

②消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

５．会計方針の変更
　IFRS第15号　顧客との契約から生じる収益の適用

　米国を除く在外連結子会社において、当連結会計年度よりIFRS第15号「顧客との契約から生じる収
益」を適用しています。
　当該会計基準の適用が連結計算書類に及ぼす影響は軽微です。

６．表示方法の変更
　（連結貸借対照表）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連
結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負
債は固定負債の区分に表示しています。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「通貨オプション料」は、
金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しています。
　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価損」は、
金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しています。
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（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（※1） 時価（※1） 差額

⑴　現金及び預金 328,114 328,114 －

⑵　受取手形及び売掛金 300,768 300,768 －

⑶　リース債権及び
リース投資資産 117,730 117,797 66

⑷　投資有価証券 95,087 95,087 －

⑸　支払手形及び買掛金 (339,997) (339,997) －

⑹　電子記録債務 (47,240) (47,240) －

⑺　短期借入金 (33,902) (33,902) －

⑻　未払費用 (52,455) (52,455) －

⑼　長期借入金（※2） (252,274) (252,304) (29)

⑽　デリバティブ取引（※3） (150) (150) －

(※1)負債に計上されているものについては、(　)で示しています。
(※2)長期借入金については、一年内返済予定の長期借入金も含めて示しています。
(※3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しています。

(注1)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、ならびに⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。

⑶　リース債権及びリース投資資産
一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を、満期までの期間及び信用リスクを加味した利率によ
り割り引いた現在価値によっています。

⑷　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。

⑸　支払手形及び買掛金、⑹　電子記録債務、⑺　短期借入金ならびに⑻　未払費用
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。

⑼　長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定しています。
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関連当事者との取引に関する注記
子会社

会社等の名称
議決権等の
所 有 ・
被所有割合

関連当事者との関係 取引の内容
取 引 金 額
（百万円）

（注2）
科 目 期 末 残 高

（百万円）

いすゞ自動車
販売㈱

直接
75.0% 製品の販売 車両・部品の販売

（注1） 444,338 売 掛 金 100,949

いすゞｵｰｽﾄﾗﾘ
ｱﾘﾐﾃｯﾄﾞ

直接
100.0% 製品の販売 車両・部品の販売

（注1） 50,509 売 掛 金 10,405

自動車部品工
業㈱

間接
42.5%

ｴﾝｼﾞﾝ・駆動関係部品の購
入

原材料等の購入
（注1） 67,466 買 掛 金 10,970

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件は、市場価格等を十分に勘案し、交渉の上で決定しています。
（注2）取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 777円75銭
１株当たり当期純利益 110円82銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

以　上
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